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ト端末等を通じた革新的な金融サービスとして注目され
ており、初期コストが軽減されるばかりか、大量のデー
タを取得、分析、活用して顧客のニーズに応える製品・
サービスを生みだすことにつながる。また、キャッシュ
レス化により、既存の紙幣や硬貨といった「お金」のあ
り方を変えることにもなる。しかし、日本では諸外国に
比べると依然として現金比率が極めて高く、電子商取引
の普及率は、既にキャッシュレス化の進んでいる中国・
韓国と比べると3分の１程度となっている（図1）。
　目指すべきFinTech社会の実現には、金融サービスの
ユーザーたる個人と企業両面からの目線が必要だ。個人
レベルでは店頭での支払・送金のストレスが解消される
ほか、手数料の軽減、取引データの自動収集による管理
の一括化や、効率的な資産運用へとつながる。企業に
とっては財務面での資金繰りの改善、経理面でのバック
オフィス業務の圧縮などにより、コスト軽減による収益
力の増加が期待される（図2）。また、効率化による人手
不足、人材不足などを解消し、経営や財務の透明化を図
ることも可能となる。
　検討会合では、FinTech社会の実現に向け、まずデータ
融通環境を整え、キャッシュレスの利便性・安全性を高め
ることとし、大企業だけでなく中小企業にも会計管理や決
済の自動化を実現すべきと提言。グローバル競争を勝ち
抜くため、新たな視点を持ったFinTech人材育成を実現す
るための政策対応や法整備等が必要としている。

FinTechに関する初めての総合的な報告・提言
「FinTechビジョン」を取りまとめ【経済産業省】
　5月8日、経済産業省ではFinTechに関わる初めての総
合的な報告・提言として「FinTechビジョン」を取りま
とめた。近年、IoT、ビッグデータ、AIといった技術を
用いた新たな金融サービス「FinTech」が世界中で動き
始めている。経済産業省では2015年より、FinTechが経
済社会に与えるインパクトや課題、今後の政策の方向性
などを検討するために「産業・金融・IT融合に関する研
究会」を開催。2016年には「FinTechの課題と今後の方
向性に関する検討会合（FinTech検討会合）」として検
討してきた。
　FinTechとは、Finance（金融）とTechnology（技
術）を掛け合わせたもので、スマートフォンやタブレッ
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（図1）日本と諸外国のキャッシュレス決済比率

出典：『FinTech ビジョン』（経済産業省）
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キャッシュレスのほうが便利で、お得で、安心になる 政策指標 
（KGI）の設定

消費・取引データの利活用が進む

資産や懐事情のリアルタイムな見える化が進む

もっと身近で行き届いた金融サービスが受けられる

資金調達・決済・運用手法が 多様化し、
取引コストが低下する

トラッキングでき、きめ細かいアドバイスがもらえる

個人の生活（家計）が劇的に変わる

消費の高度化・活性化（フロー面）

個人の効率的な資産形成（ストック面）

中小企業の収益力が劇的に上がる（生産性革命）

成長投資へのリソースシフト

バックオフィス業務の圧縮

「貸せる理由」が広がる
（担保・保証によらず、取引実績、在庫量を見て融資できる） 資金繰り改善 （財務面）

（図2）FinTech社会の実現に向けて実現すべき社会像

出典：『FinTech ビジョン』（経済産業省）


